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前書き 

民間企業等の海外進出が進む中、海外で生活する義務教育段階の日本人児童生徒数

もアジアを中心に増加している（平成 17年：5万 5,566人、26年：7万 6,536人）。 

海外に在留する海外子女への教育に関しては、日本国憲法第 26 条に規定する教育

の機会均等及び義務教育無償の精神に沿って、文部科学省及び外務省を中心に義務教

育段階の在外教育施設に対する教員派遣、教科書無償給与、校舎借料や安全対策費の

一部援助などが行われている。 

また、「「日本再興戦略」改訂 2015―未来への投資・生産性革命―」（平成 27 年 6

月 30 日閣議決定）においては、グローバル化等に対応する人材力の育成強化に関し、

在外教育施設における質の高い教育の実現及び帰国・外国人児童生徒等の教育環境の

充実を図ることが明記されたところである。 

しかし、日本人学校において派遣教員数が減少していることやカリキュラムが硬直

的であることなど、海外子女・帰国子女に対する教育が懸念される状況も指摘されて

いる。 

この調査は、以上のような状況を踏まえ、グローバル人材育成に資する海外子女・

帰国子女の教育環境の整備・拡充を図る観点から、海外子女・帰国子女に対する教育

の実施状況を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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